
広域的地域活性化のための基盤整備に関する
法律の一部を改正する法律について

−二地域居住の促進−

はじめに

令和に入って初めての国土形成計画が 2023（令
和 5）年 7 月に閣議決定された（本誌 2023 年 12
月号でも紹介）。国土形成計画は，国土の上で営
まれる人々のさまざまな活動の有り様を含め，人
と国土の関わり合いに焦点を当てながら，均衡の
とれた国土の発展を目指す総合的かつ長期的な計
画である。
本計画では，国土全体にわたって新時代を拓く

地域力を結集し，未来へとつなぐ「新時代に地域
力をつなぐ国土」を国土づくりの目標として掲
げ，国土の基本構造として「シームレスな拠点連
結型国土」の構築を位置付けている。そのために
日常生活レベルでは，市町村界にとらわれず，分
野の垣根を越え，官民のパートナーシップにより
暮らしに必要なサービスが持続的に提供される
「地域生活圏」の形成等により，地域の魅力を高
め，地方への人の流れの創出・拡大を図ることと
している。

二地域居住の意義及びそれを 
踏まえた対応

その実現に向け，重要な方策の一つが，二地域
居住・多地域居住の促進である。主な生活拠点と

は別の特定の地域に生活拠点を設ける暮らし方で
ある二地域居住は，地方への人の流れを生み出す
ものとして，地域における担い手の確保や，地域
住民との交流を通じた新たなビジネスの創出な
ど，さまざまな面で地域の活性化に資するもので
ある。これまでも，国土交通省では令和 3年に設
立された「全国二地域居住等促進協議会」の事務
局を務めるなど，自治体や関係団体と連携し，二
地域居住の促進に向けて取り組んできたところで
ある。
昨今，デジタルツールやAI，IoTの普及等に加
え，コロナ禍を経てテレワークをはじめとするデ
ジタルを活用した暮らし方・働き方への転換が進
んでおり，同時に，地方への関心も高まっている。
具体的には，コロナ禍以降，東京圏在住者の地方
移住への関心が高まっており，特に 20 歳代では，
約半数（44.8%）が関心を示している。また，二
地域居住等を行っていない方々を対象に実施した
アンケートでは，約 3割（27.9%）が二地域居住
等の関心層であったとの結果が出ている。一方，
地方移住に当たっては，仕事，生活環境，コミュ
ニティといった懸念があることも示されている
（図－ 1）。
このような中，多くの自治体においても，移住
を視野に入れたものを含め，地域の魅力の PRや
希望者への支援策の紹介など，二地域居住の促進
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に向けたさまざまな取組が進められている。
こうした機運を捉え，二地域居住等のさらなる
促進を図るべく，国土交通省 国土政策局では国
土審議会推進部会の下に「移住・二地域居住等促
進専門委員会」を設置し，二地域居住等に係る課
題や政策面を含めた対応などの議論を進め，2024
（令和 6）年 1月にとりまとめを行った。
また，同専門委員会における議論も踏まえ，
2024（令和 6）年 2月に「広域的地域活性化のた
めの基盤整備に関する法律の一部を改正する法律
案」を今国会（第 213 回国会）に提出した。当該
法律案は 4月 25 日衆議院議了，5月 15 日参議院
議了により成立，5月 22 日に公布されている。
以下，「移住・二地域居住等促進専門委員会」
の中間とりまとめの概要と，「広域的地域活性化
のための基盤整備に関する法律の一部を改正する
法律」について紹介する。

「移住・二地域居住等促進専門
委員会」について

二地域居住の促進に当たっては，現場レベルの

視点から，希望者側と受入れ側の双方の課題や‌
ニーズに即して議論を行うことが重要である。こ
のため，専門委員会では，自治体や民間などそれ
ぞれの立場で二地域居住の促進・実践に携わって
いる方々に委員として参画してもらい，取組事例
や課題認識を紹介いただくとともに，関係省庁に
も協力を得て，実地的な検討が行われた。その結
果，中間とりまとめでは，二地域居住者や二地域
居住を希望する方々が直面する大きなテーマであ
る「住まい（住環境）」，「なりわい（仕事）」，「コ
ミュニティ（地域づくりへの参加）」の三つの観
点から，二地域居住等の促進に当たっての課題と
対応の方向性について整理が行われた。
まず，住まい（住環境）に関しては，若者・子
育て層等の多様なニーズを踏まえた住まいの確保
や，二地域居住に係る経済的負担の軽減，子育て
等に対する住環境の充実などが課題として挙げら
れている。その対応の方向性としては，空き家の
活用支援やシェアハウスの活用・整備，若者・フ
ァミリー層の住宅取得や改修等のコスト面の支
援，オンデマンド交通やデジタルの活用等による
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図－ 1　移住・二地域居住等への関心
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生活環境の向上などを図るべきとされた。
続いて，なりわい（仕事）に関しては，場所に
しばられない働き方（転職なき移住）への対応や，
二地域居住者等のニーズに合ったなりわいの確保
などが課題として挙げられている。この点につい
ては，シェアオフィス等の整備やコワーキングス
ペース整備による交流機会の確保・新たなビジネ
ス機会の創出，職業のマッチングや就業後の人材
育成・定着等への支援，副業による地域との関わ
り合いの創出を図るべきとされた。
さらに，コミュニティ（地域づくりへの参加）
に関しては，地域住民とのコミュニケーション不
足や二地域居住者等と地域住民をつなぐコンシェ
ルジュ的な人材の不足などが課題として挙げられ
ている。その対応として，既存施設を活用した定
住・交流促進施設の整備等による地域交流の場の
創出，二地域居住者等が円滑に地域のコミュニテ
ィに溶け込めるような仕組みづくり，地域のビジ
ョンやどんな人に来てほしいか等についての情報
発信等を図るべきとされた。

また，横断的事項として，施策間連携・地域間
連携・官民連携の強化や学びの環境づくりなど，
対応すべき課題について整理がされた。
これらも踏まえつつ，新たな制度設計が求めら
れる事項について，提言がされた。具体的には，
地域の実情に応じて市町村が中心となって二地域
居住等の促進に向けた計画を作成し，各種法令手
続きの円滑化等により取組を促進すること，二地
域居住等の促進に関する活動を行う民間事業者や
NPO法人等の指定制度を創設し，官民連携により
「住まい」，「なりわい（仕事）」，「コミュニティ」に
係る事業をパッケージで促進すること，市町村や
都道府県に加え，地域の暮らしに関わる民間事業
者を含めた協議会を設置し，情報の連携や提供な
どの地域連携を促進することが示された（図－ 2）。

「広域的地域活性化のための 
基盤整備に関する法律の一部を
改正する法律」について

今般改正する「広域的地域活性化のための基盤
整備に関する法律」は，2007（平成 19）年に，
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図－ 2　国土審議会推進部会　移住・二地域居住等促進専門委員会 中間とりまとめの概要
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国土形成計画・広域地方計画の実行性を高めるた
めに制定された。広域にわたる活発な人の往来等
を通じた地域の活性化を図ることを目的として，
国際的なイベントの開催や観光事業など，広域か
らの来訪者を増加させる活動を「広域的特定活
動」，その活動の拠点となる会議場施設や観光施
設を「拠点施設」として位置付け，都道府県が広
域的地域活性化基盤整備計画に基づいて実施する
拠点施設周辺のインフラ整備事業を支援すること
が主な内容である。
今般の改正は先述した専門委員会の指摘を踏ま
えてのものであり，まず，二地域居住を「特定居
住」，すなわち「当該地域外に住所を有する者が
定期的な滞在のため当該地域内に居所を定めるこ
と」として新たに位置付け，広域的特定活動に，
特定居住の促進に関する活動を追加することとし
た。合わせて，主な改正事項として，二地域居住
促進のための市町村計画制度の創設，二地域居住
等支援法人の指定制度の創設，二地域居住促進の
ための協議会制度の創設の三つを掲げている。つ
まり，「都道府県・市町村の連携」，「官民の連携」，
「関係者の連携」の三つの連携を推進する仕組み
づくりにより，二地域居住を促進する趣旨である。
まず，「都道府県・市町村の連携」について，

新たに市町村計画制度を設け，都道府県が二地域
居住に係る事項を内容に含む広域的地域活性化基
盤整備計画を作成したとき，市町村は二地域居住
の促進に関する計画（特定居住促進計画）を作成
することが可能としている。特定居住促進計画に
は，二地域居住を促進する区域，地域の将来像や
求める二地域居住者像などを含めた二地域居住に
関する基本的な方針，住宅やコワーキングスペー
スなどの拠点施設の整備に関する事項等を定め，
計画に位置付けられた二地域居住者向けの施設整
備について，法律上の特例や予算面の措置によ
り，支援を行うこととしている。
次に，「官民の連携」について，市町村長は二

地域居住促進に関する活動を行うNPO法人，民
間企業（不動産会社等）を特定居住支援法人とし
て指定することができることとし，空き家等の情

報，仕事情報，イベント情報などの関連情報の提
供や助言を行うことで，その活動の円滑化を図る
こととしている。この特定居住支援法人が，二地
域居住者と地域住民との間でコーディネーターと
しての役割を果たすこととなる。
さらに，「関係者の連携」として，二地域居住
促進のための協議会制度を創設し，当該市町村，
都道府県のほか，特定居住支援法人，地域住民，
不動産会社，交通事業者，商工会議所，農協等を
構成員とする特定居住促進協議会を組織すること
が可能とした。
計画の作成に当たっては，二地域居住を促進す
るエリアをどのように設定するか，二地域居住者
に地域とどう関わってほしいかなど，二地域居住
に関するビジョンについて，関係する民間事業者
も含め，官民で話し合いを進めて意思決定をする
ことが重要となる。
すなわち，本協議会も活用しながら，計画の策
定を通じてどのような地域づくりを行いたいかを
明確化すること，計画に位置付けた施設の活用方
策を具体的に検討すること，二地域居住者が地域
に溶け込むために求められる事項を示すこと，等
が肝要となると考えている（図－ 3）。

おわりに

先述のとおり，二地域居住の促進は，地方への
人の流れを生むとともに，地域の担い手の確保や
消費等の需要創出，新たなビジネスや後継者の確
保，関係人口の創出・拡大等につながるといった
社会的な効果があると考えている。また，二地域
居住を行う個人にとっても，多様なライフスタイ
ルの実現を通じたウェルビーイングの向上，新た
な暮らし方・働き方の実現，新たな学びの機会の
創出等につながるといった意義がある。
現在，国土交通省では，新たな制度の下，二地
域居住の促進を通じた地域づくりに積極的に取り
組む自治体をしっかりと支援すべく，改正法の円
滑な施行に向けた検討・調整を進めている。
ここまで述べたとおり，二地域居住の促進に当
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たってはさまざまな主体の連携や，幅広い取組が
必要となることから，関係者の御協力をお願い申
し上げる次第である。
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図－ 3　広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律の一部を改正する法律　概要
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